























































































































昭和十五年度 歴史（6） 日本地理（3） 図画
　　十六 日本歴史 日本地理（6）
　　十七 日本地理（6） 修身（3）
　　十八 日本地理（6） 　 〃













































































































































































































































































































































































































































































































































































































11月 科目 担当者 会場
01日 農業，工業 安城農林高，愛知工業高
02日 社会，農業，工業 軍政部，---,--- 東海高，安城農林高 ,明徳高
03日
04日
05日 社会，商業，工業 軍政部，文部省，--- 安城高，瑞陵高 ,名古屋市立工芸高
06日 社会，商業，英語 軍政部，文部省，--- 丹羽高，豊橋商業高，東海高
07日
08日 理科，英語 東海高，津島高
09日 社会，工業 軍政部 ,--- 国府高，名古屋市教育館





15日 理科，家庭，工業 ---，文部省 刈谷南高，名古屋市教育館 ,愛知工業高
16日 理科，社会，家庭 ,工業 ---,---,文部省 ,--- 津島高，国府高，安城高 ,明徳高





























































神奈川大学心理・教育研究論集　第 44 号（2018 年 12 月 6日）































































































































































































18 『昭和20 ～ 23年度　官公署往復書類綴　受
信之部』内には，PTA集会に関する届け出
が2通残っている。
19 行列の届け出は，「葬祭典及学校の運動会に
限り交通の防害とならない限り届出を要しな
い」とされている。
20 対日占領の機微は，総司令部（GHQ）と連
合国 高司令官（SCAP）の権力の二重性に
ある。SCAPの下には，第八軍軍政本部，軍
団軍政本部，地方軍政部本部，府県軍政部が
それぞれの下位組織として存在し，名古屋市
内に本部を置いた東海北陸地方軍政部は，愛
知県・静岡県・三重県・岐阜県・石川県・富
山県を管轄した。地方における占領軍機構に
ついては，阿部彰『戦後地方教育制度成立過
程の研究』（風間書房，1983年）に詳しい。
21 名古屋教育史編集委員会編『名古屋教育史
Ⅲ　名古屋の発展と新しい教育』名古屋市教
育委員会，2015年，113頁。
22 梅本　前掲論文，5-19頁。
23 立教学院や龍谷大学の事例は，教職追放の
厳しさを示す典型例であるが，校種や地域ご
とによる実態はどうであったのかは別稿でま
とめたい。
